書面での申請書提出時に使用する連絡票

書面にて申請・届出書を提出する際には、次紙に示します用紙に連絡

担当者の氏名や連絡先、E-mailアドレス等を記入し、申請・届出書と

一緒に提出してください。

この用紙に記載されている連絡担当者に申請・届出書に関する連絡等を行います。

＜改訂情報＞

改訂１：031031

（様式３）口座開設届出書と（様式９）新エネルギー等発電設備認定申請書に情報掲載可否の欄および情報掲載の説明を追加。

改訂２：040301
認定設備等の情報に関し、情報掲載不可の場合のみ備考欄にその理由を記載することとしたため、

（様式９）新エネルギー等発電設備認定申請書の情報可否欄の選択を削除し、（注２）を修正。
改訂2：040301　　

届出/申請書担当者連絡先

  年   月   日　
届出/申請担当者の連絡先

(ふりがな)
：

住所
： 〒　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(ふりがな)
：

氏名
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
会社名
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
部署名
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
FAX番号
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	↓
	該当する届出/申請書の1つに○を記入する。（注１）
	

	
	（様式１） 基準利用量届出書
	※ 届出/申請受理年月日

　　　　　／　　　　　／

	
	（様式２） 電気事業者の氏名等変更届出書
	

	
	（様式３） 口座開設届出書
	

	
	（様式４） 口座に関する氏名等変更届出書
	備考（情報掲載を否とする場合は理由をここに記入下さい。（注２）

	
	（様式５） 口座廃止届出書
	

	
	（様式６） 新エネルギー等電気相当量記録届出書
	

	
	（様式７） 新エネルギー等電気相当量減量又は増量届出書
	

	
	（様式８） 基準利用量の減少申請書
	

	
	（様式９） 新エネルギー等発電設備認定申請書
	

	
	（様式１０） 新エネルギー等発電設備変更認定申請書
	

	
	（様式１１） 新エネルギー等発電廃止届出書
	

	
	（様式１２） 新エネルギー等発電設備氏名等変更届出書
	

	
	（様式１３） 義務履行量届出書
	


＜提出先＞（該当提出先をチェックしてください）

	経済産業省　資源エネルギー庁　新エネルギー等電気利用推進室

	経済産業省　各担当地方局

（右記の地方局に丸印を付けてください）
	北海道　　東北　　関東　　中部　　近畿　　中国　　四国　　九州　沖縄


（注１） 2種類以上の申請/届出を行う場合には、その件数分この書類を作成する。

（注２） 認定後の発電設備（１０ｋＷ以下の住宅用等太陽光発電等設備を除く。）の設備情報（設備名称、設備ID、発電形態、発電出力、運転開始日）及び口座を開設している場合は開設事業者名を原則ホームページに掲載しています。掲載を拒否される場合は、備考にその理由を記載して下さい。

「※」の欄には何も記入しないでください。

以上

































































































































































































































































































































※文書番号







































